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1. これまでの検討の経緯と本小委員会の設置

2.国鉄改革時の鉄道ネットワークの考え方

3.社会経済情勢の変化と鉄道ネットワークを巡る課題の顕在化

4.ご議論いただきたいポイント
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これまでの主な検討の経緯

鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会（第１期）

2022（令和４）年２月～７月

○ 鉄道事業者と沿線地域が危機認識を共有し、ノウハウとリソースを提供し合いながら、改めて利用者視点に立ち、その
利便性と持続性の回復を目指して地域モビリティを刷新していく取組を促す政策のあり方について検討。

○ 今後取り組むべき方向性として、「関係者の果たすべき役割・責任」、「協議の場づくり」、「線区評価の考え方」、
「公共交通再構築の方策」、「国の支援の在り方」について提言をとりまとめ。

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の改正

公布：2023（令和５）年４月28日 施行：2023（令和５）年10月１日

○ 地域交通法の改正により、地域が主体的に行うローカル鉄道の再構築に向けた取組みを後押しするための制度面・予算面の枠組み整備。

【鉄道に関する主な改正点】

• 地方公共団体又は鉄道事業者は、国土交通大臣に対し、ローカル鉄道のあり方を協議する「再構築協議会」の組織を要請することを
可能に。

• まちづくりと一体となって行う鉄道・バスの施設整備等について、新たに社会資本整備総合交付金による支援が可能に。

鉄道ネットワークの在り方等に関する国と地方の意見交換の場

2025（令和７）年８月26日

○ 広島県知事等から総理への「全国的な鉄道ネットワークのあり方に関する特別要望」を踏まえ、国土交通省と
関係知事による意見交換の場を実施。

○ 出席の知事からは鉄道ネットワークの考え方、路線の維持に関する国の責任の在り方などについて発言。

鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会（第２期）

2025（令和７）年10月～ 2026（令和８）年４月

○ 令和５年の地域交通法改正等により整備された仕組みを活用したローカル鉄道の再構築の取組みが全国的に進んできている中、制度の
充実・強化や全国的な鉄道ネットワークの在り方等について様々な意見が出ていることを踏まえて実施。

○ 課題整理・今後取り組むべき方向性として、「鉄道ネットワークの基本的な在り方」、「全国の鉄道ネットワークを支える財源確保」
などについて提言をとりまとめ。 2



目的

鉄道事業再構築事業

ローカル鉄道の再構築に係る制度の概要

協議会の概要

国が組織する再構築協議会（※）

（地方公共団体又は鉄道事業者からの要請に基づき組織）

構成員：国、地方公共団体、鉄道事業者等

※ 当面輸送密度1,000人/日未満の線区を対象

実証事業を通じて実効性を検証

①「鉄道の維持・高度化」 →鉄道事業再構築事業（※） ②「バス等への転換」→地域公共交通利便増進事業等
※ 従前は赤字会社を対象としていたが、黒字会社の線区（輸送密度4,000人/日未満を目安）も対象

地域公共交通の再構築を実現

地方公共団体が組織する法定協議会

構成員：地方公共団体、鉄道事業者等

※ 鉄道事業者からの要請も可能

再構築方針の決定地域公共交通計画の決定

地域交通法において、ローカル鉄道の再構築に向けた地域の関係者の合意形成に国が積極的に関与する仕組みを導入。

○大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした地域旅客運送サービスの持続
可能な提供が困難な状況にある路線（旅客輸送密度4,000人未満の区間
が目安）を対象

○ 地方公共団体等と鉄道事業者が共同で当該路線（区間）の鉄道事業再
構築実施計画を作成し、計画に記載の施策を実施

地方公共団体等の支援

事業構造の変更
（例）上下分離・みなし上下分離

内容

利便性向上施策を実施
当該路線における
輸送の維持

○ 地域公共交通計画及び立地適正化計画その他のまちづくり・観光計画等に
おいて、中長期的に必要なネットワークを位置づけた場合に、ネットワーク形成
に必要な鉄道施設整備等に関して、社会資本整備総合交付金（地域公
共交通再構築事業）等の活用が可能

○ 鉄道施設整備等に対する『鉄道軌道安全輸送設備等整備事業』の予算、
税制特例を含む総合的なパッケージにより重点的に支援。

支援措置

国
土
交
通
大
臣
に
よ
る
計
画
の
認
定

○ 鉄道事業法の許可等を受けなければならないもの等について、計画の認定に
より一括で許可等を受けたものとみなす等の特例

○ 現行の鉄道事業法では実施できない「公有民営」方式の上下分離（※）につ
いて、同法における事業許可基準のうち事業採算性に係るものを適用しない
ことにより、その実施を可能とする特例

※ 地方公共団体が鉄道線路を保有し、これを運行事業者に無償で使用させる
もの。この場合、計画認定の審査に際して、経営上の適切性の審査を要しない。

特例措置
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三 地域公共交通特定事業その他の地域公共交通計画に定める事業に関する基本的な事項
１ 地域公共交通特定事業について
⑸ 鉄道事業再構築事業に関する留意事項

鉄道事業再構築事業は、大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした地域旅客運送サービスの持続可能な提供が困難な
状況にある路線の全部又は一部の区間を対象に、地方公共団体等の支援を受けつつ事業構造の変更を行うとともに、利用
者の利便を確保するものであり、事業継続が困難となり、又は困難となるおそれがある赤字の鉄道事業者のみならず、制
定時の旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和六十一年法律第八十八号）第一条に規定する旅客
会社（以下「ＪＲ各社」という。）や大手民鉄（十六社）のローカル路線の区間も対象となる。また、鉄道事業再構築事
業の対象となる区間については、旧日本国有鉄道経営再建促進特別措置法施行令（昭和五十六年政令第二十五号。以下
「旧国鉄再建特措法施行令」という。）第三条柱書に規定するバス転換の基準であった旅客輸送密度四千人未満の区間か
否かを目安とする。

（略）

四 再構築方針の作成に関する基本的な事項
１ 再構築協議会に関する事項
⑴ 再構築協議会の組織に係る区間

（略）

なお、ＪＲ各社のローカル路線の区間のうち、特急列車等の優等列車が拠点都市間を相互に連絡する区間を含む区間 
で設定されており、相当程度の利用がある区間のほか、貨物鉄道が現に走行しており、全国一元的な貨物鉄道輸送サー
ビスの一部として重要な役割を果たしている区間、災害時や有事において貨物列車が走行する蓋然性が高い区間など、
国とＪＲ各社との間で、我が国の基幹的鉄道ネットワークを形成する区間として確認した区間は、当面、再構築協議会
における協議の対象としない。

（略）

再構築協議会における協議の対象となる区間は、交通手段再構築を実施するためには関係者相互間の連携と協働の促
進が特に必要と認められる区間に限られることから、当面、旅客輸送密度千人未満の区間を中心に、早急な改善が求め
られる区間を優先することとする。

三 地域公共交通特定事業その他の地域公共交通計画に定める事業に関する基本的な事項
１ 地域公共交通特定事業について
⑸ 鉄道事業再構築事業に関する留意事項

鉄道事業再構築事業は、大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした地域旅客運送サービスの持続可能な提供が困難な
状況にある路線の全部又は一部の区間を対象に、地方公共団体等の支援を受けつつ事業構造の変更を行うとともに、利用
者の利便を確保するものであり、事業継続が困難となり、又は困難となるおそれがある赤字の鉄道事業者のみならず、制
定時の旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和六十一年法律第八十八号）第一条に規定する旅客
会社（以下「ＪＲ各社」という。）や大手民鉄（十六社）のローカル路線の区間も対象となる。また、鉄道事業再構築事
業の対象となる区間については、旧日本国有鉄道経営再建促進特別措置法施行令（昭和五十六年政令第二十五号。以下
「旧国鉄再建特措法施行令」という。）第三条柱書に規定するバス転換の基準であった旅客輸送密度四千人未満の区間か
否かを目安とする。

（略）

四 再構築方針の作成に関する基本的な事項
１ 再構築協議会に関する事項
⑴ 再構築協議会の組織に係る区間

（略）

なお、ＪＲ各社のローカル路線の区間のうち、特急列車等の優等列車が拠点都市間を相互に連絡する区間を含む区間 
で設定されており、相当程度の利用がある区間のほか、貨物鉄道が現に走行しており、全国一元的な貨物鉄道輸送サー
ビスの一部として重要な役割を果たしている区間、災害時や有事において貨物列車が走行する蓋然性が高い区間など、
国とＪＲ各社との間で、我が国の基幹的鉄道ネットワークを形成する区間として確認した区間は、当面、再構築協議会
における協議の対象としない。

（略）

再構築協議会における協議の対象となる区間は、交通手段再構築を実施するためには関係者相互間の連携と協働の促
進が特に必要と認められる区間に限られることから、当面、旅客輸送密度千人未満の区間を中心に、早急な改善が求め
られる区間を優先することとする。

○地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針（令和５年総務省・国土交通省告示第２号）○地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針（令和５年総務省・国土交通省告示第２号）

地域公共交通法に基づく基本方針
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事業者 路線 認定日 備考

1 ＪＲ西日本 城端線、氷見線 令和6年2月8日 新規認定

2 養老鉄道 養老線 令和6年2月29日 変更認定

3 北近畿タンゴ鉄道 宮福線、宮津線
令和6年2月29日
令和6年12月25日

変更認定
再認定

4 信楽高原鉄道 信楽線 令和6年2月29日 再認定

5 ＪＲ九州 長崎線 令和6年2月29日 新規認定

6 南阿蘇鉄道 高森線 令和6年2月29日 変更認定

7 山形鉄道 フラワー長井線 令和6年3月29日 再認定

8 近江鉄道 近江鉄道線 令和6年4月1日 新規認定

9 高松琴平電気鉄道 琴平線 令和6年6月27日 新規認定

10 北陸鉄道 石川線、浅野川線 令和6年12月26日 新規認定

11 青い森鉄道 青い森鉄道線 令和7年1月30日 新規認定

12 秋田内陸縦貫鉄道 秋田内陸線 令和7年1月30日 新規認定

○ 令和５年改正地域交通法の施行後、ＪＲ西日本の芸備線で再構築協議会を設置。
○ また、以下のとおり、これまでに２３件の鉄道事業再構築実施計画を認定。

【鉄道事業再構築実施計画の認定実績】
事業者 路線 認定日 備考

13 由利高原鉄道 鳥海山ろく線 令和7年1月30日 新規認定

14 会津鉄道 会津線 令和7年1月30日 新規認定

15 ＪＲ東日本 只見線 令和7年1月30日 新規認定

16 三陸鉄道
北リアス線、リアス線、
南リアス線

令和7年1月30日 変更認定

17 四日市あすなろう鉄道 内部線、八王子線 令和7年3月25日 再認定

18 のと鉄道 七尾線 令和7年6月24日 新規認定

19 一畑電車 北松江線、大社線 令和7年6月24日 新規認定

20 くま川鉄道 湯前線 令和7年10月24日 新規認定

21 ひたちなか海浜鉄道 湊線 令和7年12月22日 新規認定

22 阿武隈急行 阿武隈急行線 令和8年1月27日 新規認定

23 肥薩おれんじ鉄道 肥薩おれんじ鉄道線 令和8年1月27日 新規認定

認定計画に基づく再構築の取組例（※ 国は社会資本整備総合交付金により支援）

新造車両・ICカードの導入
（城端線・氷見線）

新駅の設置と駅前整備
（高松琴平電鉄）

駅舎の改良
（養老鉄道）

線路設備の更新
（北陸鉄道）

整備後のイメージ
改良後のイメージ

画像提供：城端線・氷見線再構築会議

ハイブリッド気動車のイメージ

ローカル鉄道の再構築に係る国の支援策の活用実績

（令和８年１月27日現在）
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鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会（第2期）

課題整理・今後取り組むべき方向性（令和８年４月９日） ①

○ 基幹的鉄道ネットワークの在り方に影響するものとして、鉄道事業者においては、特急列車の運行計画（廃止含む）につい

て、今後の計画及びその理由について可能な限り早期に周知すべきではないか。

○ 国において基幹的ネットワークに関する検討を深めるとともに、その中で「維持すべき基幹的ネットワーク」とされたもの

については、維持すべきサービス水準等についても併せて検討する必要がある。

（２）鉄道ネットワークの基本的な在り方

○ 国は引き続き地域の議論を踏まえたローカル鉄道の再構築が進むよう、地域に対して制度の説明や必要な助言等に努め

るとともに、社会資本整備総合交付金などの予算の確保等に努めるべき。

○ 鉄道事業再構築事業において、第三セクター等公的団体への事業承継前に民間の鉄道事業者が事業を実施するものに地

方自治体が支援をする場合等について、地方債で資金調達ができるよう制度改正が進んでいることは意義深い。

（１）ローカル鉄道の再構築推進等のための制度の充実・強化

（３）地域とローカル鉄道の関係：(ア)まちづくりを見据えたローカル鉄道への関わり方

○ 鉄道事業者は、地方自治体からの呼びかけに応じ、地域におけるまちづくりをはじめとした鉄道を含む地域のモビリティ

に関する議論に積極的に参加し、貢献すべきである。

○ 地域における最適なモビリティを議論する際には、鉄道事業者が必要なデータや考え方を開示し、説明を十分に尽くすと

ともに、鉄道路線の「廃止ありき」「存続ありき」の前提を置かず、ファクトとデータに基づき議論を行うことが重要である。

（３）地域とローカル鉄道の関係：(イ) 鉄道事業者による地域の議論への貢献とデータ等の積極的提供

○ 鉄道を存続させる場合は、地方自治体を含む地域の関係者が自らの地域のまちづくりのビジョンやグランドデザイン等を

踏まえ、鉄道をどのように活かすかについて主体的・能動的な判断が求められる。

○ 仮にローカル鉄道が新たな交通手段に転換されるとしても、鉄道事業者が地域において必要に応じた一定の役割を果た

すことも重要ではないか。
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鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会（第2期）

課題整理・今後取り組むべき方向性（令和８年４月９日） ②

○ ＪＲ会社法の一部改正法に基づく大臣指針も踏まえ、利用者の低迷により社会インフラとしての機能を果たせていない鉄

道については、地域全体で支える又は新たな交通手段への転換も含めて議論がなされてきたところ。

○ 一方、地方自治体からは、国鉄改革によりJRが資産を承継しつつ、長期債務を現在も国において償還している状況におい

て、JR各社は営利企業であるものの、公共交通機関としてしっかりと役割を果たすことが望ましいとの意見が寄せられた。

○ 沿線自治体が鉄道の価値を最大限活用するという発意と創意工夫のもとで、鉄道事業者も公共交通機関が社会に果たす

役割を十分に認識し、地元と一体となって公共交通機関の利用促進とサービス水準の向上に取り組んでいくことが望まし

い。

（４）国鉄分割・民営化の経緯を踏まえたJRが果たす役割

（５）内部補助に関する考え方

○ 運賃収入のみで公共交通を維持することが困難となっている実情に鑑み、広域的な地域間の移動に資する「維持すべき

基幹的ネットワーク」を持続的に支えるに当たっては安定的な財源の確保が必要ではないか。

○ 事務局で実施したアンケート結果や委員の意見を踏まえ、鉄道をはじめとする公共交通ネットワークが維持されることの

受益がある場合には、幅広い受益者から負担を収受する仕組みを導入することが考えられるのではないか。

（６）全国の鉄道ネットワークを支える財源確保について

○ 有識者委員からは、利用の多い黒字路線の収益は、当該黒字路線の投資に使うべきであり、また、内部補助のみでローカ

ル路線を維持するとなると、最低限のサービスレベルとなり、過度な内部補助は控えるべきとの意見が挙げられた。

○ JR各社の公共交通機関としての役割などを勘案しつつ、「維持すべき基幹的ネットワーク」の在り方に係る議論も踏まえ

て、一定の内部補助も活用しながら線区を維持し、利用を促進していくことも期待されると考えるべきではないか。
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本小委員会の開催趣旨

 国鉄分割民営化から40年近く経過し、人口減少、少子高齢化や人口偏在、道路交通の発達や都市の構造変

化等に伴う輸送需要の減少に加えて、物件費・人件費の上昇、金利の動向など、鉄道を取り巻く社会経済状況が

国鉄改革時に想定していた以上に大きく変化し、ローカル線にとどまらず、全国的な鉄道ネットワークの持続的な維

持・発展が課題となっている。

 全国的な鉄道ネットワークの一翼を担うＪＲ二島貨物会社の経営自立は道半ばであり、更に、国鉄分割民営化

後、新幹線の整備に伴って発足した並行在来線各社の経営安定化も鉄道行政上の重要な課題である。上場４

社についても、資本効率の向上に向けた要請が高まる中、鉄道ネットワークの維持に向けた内部補助や機能向上

投資の限界が指摘されている。

 そのような中、本年４月の「鉄道事業者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会（第２期）」のと

りまとめにおいて、

• 国において基幹的ネットワークに関する検討を深めるとともに、その中で「維持すべき基幹的ネットワーク」とされた
ものについては、維持すべきサービス水準等についても併せて検討する必要がある。

• 運賃収入のみで公共交通を維持することが困難となっている実情に鑑み、広域的な地域間の移動に資する「維
持すべき基幹的ネットワーク」を持続的に支えるに当たっては安定的な財源の確保が必要ではないか。

との提言がなされたところである。

 そこで、国鉄分割民営化当時の考え方を振り返りつつ、その後の社会経済情勢の変化を踏まえて、今後の持続可

能な鉄道ネットワークの在り方等について議論を深める。
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1. これまでの検討の経緯と本小委員会の設置

2.国鉄改革時の鉄道ネットワークの考え方

① 鉄道特性のあるものはしっかり残していくべき

② 一部例外を除き輸送密度4,000人未満のものは廃止又はバス転換

③ 分割後の各社は収益調整措置によりいずれも採算がとれる

3. 社会経済情勢の変化と鉄道ネットワークを巡る課題の顕在化

4.ご議論いただきたいポイント
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①鉄道特性のあるものはしっかり残していくべき

日本の鉄道の歩み

 1872年（明治5年）10月14日、日本で初めて新橋-横浜間に鉄道が開業。

 当初は官営鉄道による整備が進められたが、国の財政状況の悪化から、民間資本の導入による民営鉄道の整備に重点が置かれること
となった。その後、政府の富国強兵施策の下で全国的な鉄道網の敷設を促進する等の観点から、明治25年の鉄道敷設法及び同39
年の鉄道国有法により幹線鉄道の国有化が進められ、大正11年の鉄道敷設法の改正によりローカル線についても整備が促進された。

 さらに第２次大戦後、国による鉄道の直営制度を改め、政府の監督を最小限にとどめた自由な経営主体として事業を行わせる企業体
制を実現する観点から、昭和24年６月１日に公共企業体として日本国有鉄道（国鉄）が発足した。 （平成８年度 運輸白書）

出典：国土交通省ＨＰ、「交通・運輸の発達と技術革新：歴史的考察」

第二次大戦終結 国鉄改革

現在

明治～第二次大戦

民間においても、日本で
初めての私鉄である「日本
鉄道」等により、上記予定
路線以外の建設を推進。
（例）1883年
上野－熊谷間開業

○鉄道敷設法

1892年（明治25年）公布
・主要幹線網を建設予定路
線として規定。

・建設主体は国又は民間。

○鉄道国有法

1906年（明治39年）公布
・日露戦争の経験を踏まえ、有事にお
ける国内の軍事輸送体制の強化の必
要性から制定。
・主要幹線を有する私鉄を国有化。
結果、私鉄は主に地域輸送に限定。

○私設鉄道法

1900年（明治33年）公布
・増加する私設鉄道の敷設に対
応すべく制定。
・一般利用に供する私鉄の会社
設立・敷設・整備等を規定。

○軽便鉄道法

1910年（明治43年）公布
・鉄道国有化後、私設鉄道が
担う地域輸送としての軽便鉄
道の敷設手続きを規定。

○地方鉄道法

1919年（大正8年）
公布
・私設鉄道法と軽便鉄
道法を統合。
・民間や地方公共団
体が鉄道を敷設する
際の手続きを規定。
・鉄道事業法制定まで
民間における鉄道整
備の一般法。

○鉄道事業法

1986年（昭和61
年）公布
・現在の鉄道の整
備・運営等に係る一
般法。
・各鉄道事業者は本
法律に基づき鉄道事
業を経営。

10

○日本国有鉄道法

1948年（昭和23年）公布

・日本国有鉄道の組織や事

業等について規定。

○全国新幹線鉄道整備法

1970年（昭和45年）公布



① 国の関与の度合いが大きいことから、外部干渉を避けがたい体質を持っていること

② 経営の自主性がほとんど失われているために、経営責任が不明確になっていること

③ 労使関係が不正常なものとなりがちであること

④ 事業範囲に制約があり、多角的、弾力的な事業活動が困難となっていること

○公社制度の問題

■ 国鉄の経営が悪化した原因は、公社という自主性の欠如した制度の下で全国一元の巨大組織として運営され
ている経営形態そのものに内在している。経営形態そのものを抜本的に改革することによってはじめて国鉄事業の
再生が可能となる。

■ 現行経営形態を改め分割・民営化することを基本とし、あわせて、巨額の債務等について適切な処理を行い、
過剰な要員体制を改め、健全な事業体としての経営基盤を確立した上で、国鉄事業を再出発させることを骨子
とする改革案を提出する。

○全国一元的組織の問題

① 日本全国を事業区域とし、極めて多数の職員を抱える巨大組織となっているため、適切な経営管理が行われ

難いこと

② 全国一元的組織の下で事業が行われるため、その運営が画一的に行われがちなこと

③ 全国一体の収支管理が行われるため、各地域や各事業部門の間に依存関係が生じやすく、それぞれの経営の

実情に即した効率化が阻害されていること

④ 同種企業間における競争意識が働かないものとなっていること

（日本国有鉄道再建監理委員会「国鉄改革に関する意見」より）

①鉄道特性のあるものはしっかり残していくべき

国鉄の経営悪化の要因
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12

①鉄道特性のあるものはしっかり残していくべき

国鉄改革時の鉄道特性の考え方

昭和６0年7月 日本国有鉄道再建監理委員会 「国鉄改革に関する意見」

I. 国鉄改革はなぜ今必要か
2.鉄道は今後とも重要な役割を担う

 （略）このような観点から、次に述べるように各交通機関の役割について将来を展望すると、鉄道は、旅客について
は中距離都市間旅客輸送、大都市圏旅客輸送及び地方主要都市における旅客輸送の分野で、今後とも国民生
活にとって重要な役割を果たしていくことが見込まれ、また貨物についても大量輸送や長距離輸送の分野において相応
の役割を果たしていくことが見込まれる。当委員会としては、このような鉄道の持つ役割を踏まえた上で、将来にわたりそ
の特性を最大限発揮させていくためには、抜本的改革によって速やかに国鉄事業を再生させることが必要であるとの認
識を持つに至った。

(1) 旅客輸送
② 交通体系における今後の鉄道旅客輸送の役割
（略）このように、わが国では、欧米諸国と比べて都市への人口集積度が高く、また狭隘な国土に都市が連鎖状に

分布しているという地理的な特色があるため、大量の旅客の移動を高速で、かつ定時に輸送し得るという優れた特性
を有する鉄道の果たす役割は大きい。
したがって、これからのわが国の鉄道輸送は、既設新幹線を中心とする中距離都市間旅客輸送や輸送密度の高い

大都市圏旅客輸送及び地方主要都市の旅客輸送の分野における基幹的交通機関として、経営の効率化と一層の
サービスの向上を図ることにより、十分収益性のある事業としてその責任を果たし続けることが可能である。また国民も
鉄道輸送にそうした役割を強く求めている。



国 鉄 線 幹線系線区*

地方交通線 特定地方交通線

その他路線

第一次特定地方交通線

第二次特定地方交通線

第三次特定地方交通線

鉄道輸送の方が効率的な路線         
（※4,000人以上 8,000人未満）

バス輸送への転換が困難な路線    
（※4,000人未満）

245線

22,460キロ

70線：12,300キロ

175線：10,160キロ 83線：3,160キロ

92線：7,000キロ

40線：730キロ

31線：2,090キロ

12線：340キロ

41線：2,550キロ

51線：4,450キロ

（注）線区数及び営業キロは基準日（S55.3.31）の数値である。

（※8,000人未満）

１日平均旅客輸送人員

（線区年間輸送人キロ÷営業キロ÷３６５日）

※輸送密度

45線（1,850キロ）がバス輸送に、

38線（1,310キロ）が第三セクター等の鉄道輸送に転換。

■ 日本国有鉄道経営再建促進特別措置法（昭和55年）に基づき、国鉄線を幹線系線区（*）と地方交通線（輸送密度8000
人未満＝収支均衡が困難）とに大別し、さらに、地方交通線から、輸送密度4,000人未満の路線を特定地方交通線として、昭和
56年9月から62年2月にかけて、3次にわたって選定。

■ 特定地方交通線ごとに協議会が開催され協議が行われた結果、昭和58年10月から平成2年4月にかけて、バス輸送又は第三セク
ター等による鉄道輸送への転換が行われた。

① ※2,000人未満かつ営業キロ30キロ以下の行き止まり線

② ※500人未満かつ営業キロ50キロ以下

○ ※2,000人未満（第一次選定線区を除く。）

○ ※2,000人以上4,000人未満

① いずれかの1区間で1時間あたり片道旅客が最大1,000人以上

② 代替輸送道路が未整備

③ 代替輸送道路が積雪等のため10日を超えて不通

④ 平均乗車距離が30キロを超え、かつ輸送密度が1,000人以上

*幹線系線区
・幹線鉄道網
①10万都市相互連絡線
②10万都市と①との連絡線
③上記以外で貨物輸送密度4000トン以上

・その他
④旅客輸送密度8000人以上
⑤貨物営業線

②一部例外を除き輸送密度4,000人未満のものは廃止又はバス転換

特定地方交通線等の考え方
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②一部例外を除き輸送密度4,000人未満のものは廃止又はバス転換

輸送密度算定の根拠（国鉄改革時）

旅客の輸送密度が8,000人未満の線区：
8,000人は、旅客の輸送密度が8,000人未満の線区では仮に地方の民営鉄道並みに運賃を改定し、徹底

した経営合理化を行っても収支を相償うことは困難であるという趣旨であり、中小私鉄（地方鉄道50
社）についての実態調査の結果がその根拠となっている。

旅客の輸送密度が4,000人未満の線区：
4,000人は、旅客１人1キロを運ぶ時の鉄道の合理化後のコスト（除く管理費）と民営バス137社のコス

ト（除く管理費）とを比較した場合、旅客の輸送密度4,000人未満ではバスの方が安くなるという試算に
基づいている。
すなわち、国民経済的に見て4,000人未満の路線はバスへ転換した方が有利であることを示している。

14

（注）8,000人は国鉄の１キロ当りの原価（１キロ当りの営業経費のうち資本経費以外の経費を固定費と変動費とに
分け一定の合理化を行うこととして算出したもの）と中小私鉄１キロ当り収入とが等しくなる輸送密度で、
下記の式から求められる。

（資本経費を除くキロ当り固定費×0.85＋資本経費）＋（人キロ当り変動費×0.85×Ｍ）
＝中小私鉄人キロ当り収入×Ｍ

Ｍは輸送密度

（注）4,000人は国鉄の１キロ当りの原価（管理費を除く１キロ当りの営業経費のうち資本経費以外の経費を固定費と
変動費とに分け一定の合理化を行うこととして算出したもの）と民営バスの１キロ当たりの原価（管理費を除く営
業経費）とが等しくなる輸送密度で、下記の式から求められる。

（資本経費・管理費を除くキロ当り固定費×0.85＋資本経費）＋（人キロ当り変動費×0.85×Ｍ）
＝（民営バスの管理費を除くキロ当り固定費）＋（民営バス人キロ当り変動費）×Ｍ

Ｍは輸送密度



■ いずれの会社も発足時において採算がとれ、将来にわたって安定的な経営を
継続し得る基盤として、以下の収益調整措置等が講じられた。

長期債務の一部を負担

ＪＲ東日本 ４．２兆円
ＪＲ東  海 ０．５兆円
ＪＲ西日本 １．１兆円

本州３社

新幹線施設リース料

ＪＲ東日本 ２．６兆円
ＪＲ東  海 ５．１兆円
ＪＲ西日本 ０．９兆円

長期債務の負担

なし

３島会社

経営安定基金の設定
※基金の運用益により、毎年

生じる営業損失を補填

ＪＲ北海道 6,822億円
ＪＲ四  国 2,082億円
ＪＲ九  州 3,877億円

長期債務の
一部を負担

ＪＲ貨物 0.1兆円

貨物会社

アボイダブルコスト
ルールの設定

※線路の維持管理に関わる
様々なコストのうち、貨物輸送
により傷んだレール、枕木など
の修繕費のみを負担

（日本国有鉄道再建監理委員会「国鉄改革に関する意見」より）

ＪＲ北海道

ＪＲ東日本

ＪＲ東海

ＪＲ西日本

ＪＲ四国

ＪＲ九州

ＪＲ東日本
平成5年（1993年）10月 株式上場
平成14年（2002年）6月 完全民営化

ＪＲ東海
平成9年（1997年）10月 株式上場
平成18年（2006年）4月 完全民営化

ＪＲ西日本
平成8年（1996年）10月 株式上場
平成15年（2003年）3月 完全民営化

ＪＲ九州
平成28年（2016年）10月 株式上場

・完全民営化

■ 新しい経営形態は、特殊会社とするが、できるだけ民間企業と同様の経営の
自由、自主性を有することとなるよう、国の監督規制は必要最小限にとどめ、
経営者が経営について権限と責任を持ち当事者能力が発揮できる経営体制
とする。

経営基盤の確立等諸条件が整い次第、逐次株式を処分し、できる限り早
期に純民間会社に移行する。

■ 旅客部門を全国６社に分割し、貨物部門については旅客部門から経営を分
離する。

 

○分割及び経営形態についての考え方

○ＪＲ会社間の収益調整措置等

（令和8年4月現在）■ これまでに旅客4社が完全民営化

③分割後の各社は収益調整措置によりいずれも採算がとれる

国鉄分割民営化の概要
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11.旅客鉄道会社の経営見通し
国鉄の貨物部門については、旅客部門から分離し、独立した事業体とする。
先に述べた旅客輸送の需要見通し、事業範囲、収益調整措置等や後述する要因規模等を前提とした昭和６２年度の各旅客鉄道会社
の収支見込みは以下のとおりである。

（注１）（略）
（注２）各旅客鉄道会社に、収入（注１に同じ）の概ね１％程度の利益が出るように収益調整措置を講じた。

1 再建監理委員会の「国鉄改革に関する意見」
(2) 効率的な経営形態の確立
「意見」において示された新しい経営形態の具体的な内容は、次のとおりである。

ア 分割
国鉄の旅客部門について、北海道、四国、九州の3島を分離し、本州を3分割することとする。また新幹線については、・・・なお、これらの

分割に当たっては旅客の流れとの適合や、分割に伴う技術上の問題の最小化といった観点を重視し、地域的にも自然な形の分割となるよう
配慮している。

また、各旅客鉄道会社については、将来にわたって安定的な経営を維持し得る基盤を整備する必要があるとし、このため、発足時におい
ていずれの会社も採算がとれるよう収益調整措置を講じることとし、この収益調整措置については、本州については前述の新幹線一括保有
方式の採用により、3島については長期債務の引継ぎの免除及び基金の設定により、行うものとする。なお生じる収益差については、政府に
おいて微調整の具体的方法を検討すべきものとする。

（単位：億円）

昭和60年７月26日 日本国有鉄道再建監理委員会「国鉄改革に関する意見」より

運輸省「昭和６０年度運輸白書」より

③分割後の各社は収益調整措置によりいずれも採算がとれる

ＪＲの収益調整措置の考え方
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〇橋本龍太郎運輸大臣
（略） そこで、今回の新会社の境界につきまして、現在の現実の旅客流動の実態、また列車体系等を考慮して、できるだけ旅客流

動のまとまりに配慮したものとなっておることもこれまた事実でございます。それだけに地域の方々には、あるいは不安をお持ちかもしれません
けれども、私どもは新会社発足後に利用者の利便が損なわれることはありませんということを申し上げ、何とか御理解をいただきたいと考え
ております。行政区域の境界と旅客会社間の境界が必ずしも一致しておらないという御批判はそのとおりでありますが、線区の実態等から
考えてまいりますと私はこれは問題はないと考えております。

昭和61年11月20日 第107回国会 参議院 日本国有鉄道改革に関する特別委員会
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③分割後の各社は収益調整措置によりいずれも採算がとれる

国鉄改革時の分割民営化による利用者利便への影響に対する考え方

昭和６0年7月 日本国有鉄道再建監理委員会 「国鉄改革に関する意見」

分割に際して考慮すべき多くの要請を完全に満たすことが困難であるとしても、これまで述べてきたような全国一元の巨大組織であるこ
とから生じる弊害の大きさを考えると、分割に際して考慮すべき要請の最大公約数を求めた上で、分割を断行することが、鉄道事業を
再生するためには不可欠の条件である。
このため、当委員会は、分割に際して考慮すべき要請のうち、安定的な経営基盤の確保については、別途の収益調整措置を講じるこ

とによって担保することとし、旅客の流動実態との適合や分割に伴う技術上の問題の最小化といった観点を重視した地域的にも自然な
形の分割が、実行可能性の面からも妥当であると判断して、以下に述べる全国6分割案が最も適切であるという結論に達した。

１．利用者の利便が損なわれることはない
(2) 境界駅での乗換えは増えない

旅客鉄道会社間をまたがって乗車する利用者は、各会社の境界駅で列車を乗り換えることが増え、その利便性が著しく低下するので
はないか。
現在境界を跨って運行される列車は、分割後も境界駅で運航を打ち切らずに会社間で相互乗り入れを行うことにより、従来どおりの

運航を確保することが可能である。
当委員会の分割案を前提とすると、会社間をまたがって乗車する利用者は１日30万人～40万人と推計され、国鉄の全利用者

（１日約1,900万人）の２％程度であると見込まれる。一方、現在全国の国鉄度私鉄や私鉄相互の間で行われている列車の相互
乗入れの利用者は毎日200万人を超えている。
したがって、こうした相互乗入れの経験を生かして従来どおり円滑に輸送することは十分に可能である。



Ⅱ 配慮すべき事項

新会社は、Ⅰの趣旨を踏まえ、以下の１から３までに規定する事項に配慮してその事業を営むものとする。

２ 国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を踏まえた現に営業している路線の適切な維持及び駅その他の鉄
道施設の整備に当たっての利用者の利便の確保に関する事項

一 国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を踏まえた現に営業している路線の適切な維持に関する事項

イ 新会社は、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を踏まえて現に営業する路線の適切な維持に努め
るものとする。

ロ 新会社は、鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第二十八条の二の規定により、現に営業している路線の全部又は一
部を廃止しようとするときは、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を関係地方公共団体及び利害関
係人に対して十分に説明するものとする。

※１：東日本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社が対象
※２：九州旅客鉄道株式会社が対象

Ⅱ 配慮すべき事項

新会社は、Ⅰの趣旨を踏まえ、以下の１から３までに規定する事項に配慮してその事業を営むものとする。

２ 国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を踏まえた現に営業している路線の適切な維持及び駅その他の鉄
道施設の整備に当たっての利用者の利便の確保に関する事項

一 国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を踏まえた現に営業している路線の適切な維持に関する事項

イ 新会社は、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を踏まえて現に営業する路線の適切な維持に努め
るものとする。

ロ 新会社は、鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第二十八条の二の規定により、現に営業している路線の全部又は一
部を廃止しようとするときは、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向その他の新たな事情の変化を関係地方公共団体及び利害関
係人に対して十分に説明するものとする。

※１：東日本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社が対象
※２：九州旅客鉄道株式会社が対象

○新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針
（平成13年国土交通省告示第1622号※１）（平成27年国土交通省告示第1272号※２）

○新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針
（平成13年国土交通省告示第1622号※１）（平成27年国土交通省告示第1272号※２）

③分割後の各社は収益調整措置によりいずれも採算がとれる

ＪＲ会社法の一部改正法に基づく大臣指針
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③分割後の各社は収益調整措置によりいずれも採算がとれる

国鉄改革直後（1988年）と現在（2025年）の路線の比較

19
※国土数値情報鉄道時系列データより作成
※2025年12月31日時点で鉄道路線が廃止されていないものについては黒色



1. これまでの検討の経緯と本小委員会の設置

2.国鉄改革時の鉄道ネットワークの考え方

3.社会経済情勢の変化と鉄道ネットワークを巡る課題の顕在化

① 人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

② 上場４社と２島貨物会社との経営体力格差の拡大

③ 並行在来線の経営分離とその後の状況

④ サービス改善の取組の限界

⑤ 資本効率の向上に向けた要請の強まり

⑥ 国における対応

4. ご議論いただきたいポイント
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①人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

人口の推移と将来推計人口

120,790

104,686

118,568

86,996

（千人）

（注）大都市圏＝東京圏（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県）＋名古屋圏（愛知県・岐阜県・三重県）＋大阪圏（大阪府・兵庫県・京都府・奈良県）
※住民基本台帳人口移動報告の定義に基づく

（備考）人口統計資料（厚生省人口問題研究所,1985）
  日本の将来人口推計（令和５年推計）（国立社会保障・人口問題研究所）、
  令和2年及び令和7年国勢調査結果（総務省統計局）より作成 2050年の総人口

（2020年＝100）

○ 国鉄改革が検討されていた1981年時点での将来推計を超えて、急激・急速に人口が減少している

○ 大都市圏と大都市圏以外の人口減少幅も年々広がっている
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○ 高速自動車国道の供用延長は国鉄改革時と比較して約2.4倍に増加。

○ 乗用車の保有台数は国鉄改革時と比較して約2.2倍に増加。

［出典］国土交通省「道路統計年報」
昭和62年度～平成30年度は年度当初現在、
R元年度～令和５年度は年度末現在

高速自動車国道の供用延長（全国）
（Km）

［出典］一般財団法人自動車検査登録情報協会HP 統計情報
「自動車保有台数」（各年度末現在）

乗用車保有台数（全国）
（千台）
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①人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

高速自動車国道の整備状況・乗用車保有台数の推移



※国土数値情報鉄道網及び高速道路時系列データより作成

23

①人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

高速道路の整備状況



凡例 輸送密度
昭和62年度
（特定地方交
通線を除く）

令和元年度 令和５年度

200人未満 1% 3％ 3％

200人 ～ 2,000人 15% 27% 29％

2,000人 ～  4,000人 20% 11% 11％

4,000人以上 64% 58% 56％

（100%） （100％） （100％）

※営業キロベース（路線単位での計算）
※四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
※新幹線を除く

［出典］鉄道統計年報

1%

15%

20%64%

輸送密度
4000人未満
の路線の割合

昭和62年度
（特定地方交通線を除く）

36%

3%

27%

11%

58%

令和元年度

41%

輸送密度
4000人未満
の路線の割合

3%

29%

11%

56%

令和５年度

44%

輸送密度
4000人未満
の路線の割合

○ 国鉄改革時と比較して輸送密度4,000人未満※の路線の割合は拡大傾向。また、輸送密度2,000
人未満の割合は16％から32％に増加。

※ 当時、原則バス輸送又は第三セクター等による鉄道輸送への転換の目安とされた

24

①人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

旅客輸送量 ＪＲ旅客６社における各輸送密度ごとの路線の割合



25※国土数値情報鉄道網（2024年）及びJR各社公表資料より作成

①人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

ＪＲ旅客６社における輸送密度（2024年）
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※国土数値情報鉄道網（2024年）及びJR各社公表資料より作成
※並行在来線の輸送密度は会社毎の令和６年のもの

①人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

国鉄改革時の「幹線」鉄道網に対する輸送密度（2024年）の現状



27

※国土数値情報鉄道網、貨物鉄道営業路線図及び（株）交通新聞社『JR時刻表』
特急走行路線図（2026年９月版）より作成
※特急はJR九州の観光列車（D&S列車）及び臨時便は除く

①人口減少・モータリゼーションの進展等による旅客輸送量の減少

JR在来線における特急・貨物走行の現状
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2004年度 2009年度 2014年度 2019年度 2024年度

運輸系事業収益 非運輸事業収益

出典：各社IR資料等より作成 28

億円

※JR北海道・JR四国は運輸系収入≒鉄道事業収入として扱っている

②上場４社と２島貨物会社との経営体力格差の拡大

ＪＲ各社の連結営業収益



出典：各社IR資料等より作成 29
※JR北海道・JR四国は運輸系収入≒鉄道事業収入として扱っている
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②上場４社と２島貨物会社との経営体力格差の拡大

ＪＲ各社の連結営業収益（2004年度比）



① 運用益収入額（補填額）については、事業範囲、旅客輸送の需要見通し、要員規模、引き継ぐ資産の価格等の前提条件か
ら算出した６２年度の収支見通しにおいて、収入の概ね１％程度の利益を出すために必要な額を設定した。

② 運用利回りは、 7.3％（当時の十年国債の過去十年平均金利）から設定した。
③ 金利低下に伴い、JRが保有する経営安定基金の一部を鉄道運輸機構が一定の金利で借り受ける下支え措置を実施。なお、

平成24年度から令和3年度については、別手法（特別債権）にて下支えを実施している。

額の設定方法

30
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JR北海道

JR四国

10年国債

②上場４社と２島貨物会社との経営体力格差の拡大

ＪＲ北海道・ＪＲ四国の経営安定基金と運用益



深川

滝川

苫小牧
東室蘭

旭川

根室

北見

稚内

札幌

函館

帯広

網走

小樽
富良野

岩見沢

南千歳

名寄

釧路

長万部
新千歳空港

室蘭

新青森

桑園

上川

新得
新夕張

沼ノ端

白石

東釧路

新函館北斗

鵡川

北海道医療大学

深川－石狩沼田
（▲2億円／253人/日）

名寄－稚内
（▲31億円／276人/日）

釧路－根室
（▲13億円／201人/日）

滝川－富良野
（▲11億円／427人/日）

沼ノ端－岩見沢
（▲11億円／303人/日）

東釧路－網走
（▲18億円／370人/日）

苫小牧－鵡川
（▲3億円／424人/日）

新旭川－上川
（▲11億円／822人/日）

上川－網走
（▲40億円／614人/日）

富良野－旭川
（▲14億円／1,213人/日）

南千歳－帯広
（▲40億円／2,770人/日）長万部－東室蘭

（▲19億円／4,157人/日）

室蘭－苫小牧
（▲28億円／5,878人/日）

岩見沢－旭川
（▲43億円／6,909人/日）

札幌圏
（+9億円）

旭川－名寄
（▲30億円／1,154人/日）

新青森－新函館北斗
（▲117億円／4,273人/日）

長万部－小樽
（▲26億円／559人/日）

函館－長万部
（▲61億円／3,235人/日）

帯広－釧路
（▲45億円／1,250人/日）

石狩沼田
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②上場４社と２島貨物会社との経営体力格差の拡大

ＪＲ北海道の線区別収支（令和７年度）



＜凡 例＞ 営業係数

500以上

 200 ～ 500

150 ～ 200

100 ～ 150

 100以下

児島

池谷
鳴門

徳島

今治

阿南

松山

伊予大洲

北宇和島

中村

須崎

高知

予讃線

高松

佐古

阿波海南

甲浦

宇多津
多度津

琴平

佃

若井

宿毛

宇和島

観音寺

後免

奈半利

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線

鳴門線

本四備讃線

向井原

土讃線

窪川

引田

営業係数＝
営業費

営業収益
×100

営業係数

営業収益
営業費

125 29.6億円
23.7億円

▲5.9億円
106 15.2億円

14.4億円

▲0.8億円

125 53.6億円
43.0億円

▲10.5億円

72 25.0億円
34.6億円

9.5億円

172 22.1億円
▲9.2億円 198 14.0億円

7.1億円

▲6.9億円

361 2.5億円
0.7億円

▲1.8億円

210 10.3億円
4.9億円

▲5.4億円

1,042
▲8.5億円

1329 10.7億円
0.8億円

▲9.9億円

226 17.7億円
7.8億円

▲9.8億円

348 7.5億円
2.1億円

▲5.3億円

130 45.0億円
34.7億円

▲10.2億円

188 50.8億円
26.9億円

▲23.8億円

158 6.8億円
▲2.5億円

261 23.0億円
8.8億円

▲14.1億円

201 37.5億円
18.7億円

▲18.8億円

379 8.4億円
▲6.2億円

100 30.0億円
30.0億円

▲0.0億円 営業損益

※ 100円の収入を得るために要する費用

2.2億円

１２．9億円

0.9億円
9.4億円

4.3億円
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②上場４社と２島貨物会社との経営体力格差の拡大

ＪＲ四国の線区別収支（令和６年度）



28 14 34 28 68 82 54
112

51 16 54 38 17 73 114 113 54

▲ 103▲ 106
▲ 111▲ 135

▲ 446

▲ 80
▲ 181

▲ 111▲ 125▲ 83

▲289

▲283

▲269

▲278

▲230

▲214

▲252

▲245

▲226

▲217

▲191

▲207

▲241

▲237

▲286
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▲ 352 ▲ 398
▲ 416
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▲ 426

▲ 805
▲ 727

▲ 572
▲ 499▲ 482

▲ 408

312 292 296 297 293 289 290 339
273 231 242 240 251

309
396 418 404

291 310 302 289 336

627

348 370 343 305

▲1,000

▲800

▲600

▲400

▲200

0

200

400

600

800

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（億円） JR北海道
経常損益
営業損益
経営安定基金運用益等

（年度）

10 10

▲ 5

6 0
15 16 25 29

10 6

▲ 7

1
33 46

93

22

▲ 2

11

▲ 3 ▲ 7

▲ 108

▲ 32

0

41 42
74

▲ 73▲ 87▲ 84
▲ 69▲ 74▲ 74

▲ 90▲ 83▲ 78▲ 78▲ 76▲ 86▲ 89▲ 89
▲ 105▲ 102▲ 90▲ 101▲ 99

▲ 114▲ 120

▲ 259

▲ 221
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▲ 116▲ 130
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86 96
77 72 71 85 91 89 83 78 79 74 84

114
144

181

107
90 103 105 103

136

177
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▲ 300

▲ 250

▲ 200
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▲ 100
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0

50

100
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（億円） JR四国
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②上場４社と２島貨物会社との経営体力格差の拡大

ＪＲ北海道及びJR四国の経常損益の推移（連結）



○ その主たる区間を列車が時速200km以上の高速で走行できる幹線鉄道

○ (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設・保有し、営業主体（JR）
に対し施設を貸し付け(上下分離方式)

整備新幹線とは、「全国新幹線鉄道整備法」に基づく昭和48年(1973年)の
「整備計画」により整備が行われている以下の５路線のことをいう。

北海道新幹線 青森 - 札幌間

東北新幹線 盛岡 - 青森間

北陸新幹線 東京 - 大阪間

九州新幹線(鹿児島ルート)  福岡 - 鹿児島間

九州新幹線(西九州ルート) 福岡 - 長崎間

平成9(1997)年10月開業

九州新幹線
（鹿児島ルート）

平成23(2011)年3月開業

九州新幹線
（西九州ルート）

中央新幹線
(リニア)

品川･名古屋間〈286km〉名古屋･大阪間

令和9(2027)年以降
完成予定

平成16(2004)年3月開業

新函館北斗･札幌間〈212km〉

北海道新幹線

開業時期は今後改めて精査(※)

東北新幹線

平成22(2010)年12月開業

平成14(2002)年12月開業北陸新幹線

令和27(2045)年から
最大８年間前倒し

平成28(2016)年3月開業

令和6(2024)年
3月開業

平成27(2015)年
3月開業

大宮

東京
長崎

博多

八戸

新青森

新函館北斗

札幌

長野
高崎

敦賀

新大阪

新潟

盛岡

新鳥栖 名古屋
品川

新八代

鹿児島中央

室蘭

長万部

秋田

鳥取
松江

高松

高知

松山

大分
熊本

宮崎

徳島

福島

岡山

旭川

新庄

山形

大曲

新下関

金沢

武雄温泉

令和4(2022)年
9月開業

(※)令和７年３月、有識者会議の報告書がとりまとめられた。
➢ 発現の蓋然性が高いリスク等を前提とした場合、現時点では、完成・開業は概ね

2038年度末頃の見込み。特に工程への影響が大きい更なるリスクが発現した場合、
さらに数年単位で遅れる可能性がある。

➢ 現時点の開業見通しには相当程度の不確実性が残るため、トンネルの貫通に一定
の目途が立った段階で、改めて全体工程を精査し、開業時期を定めることが適切。

凡  例

既設新幹線

整備計画路線（開業区間）

整備計画路線（建設中区間）

整備計画路線（未着工区間）

中央新幹線

基本計画路線

ミニ新幹線
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③並行在来線の経営分離とその後の状況

全国の新幹線鉄道網の現状



２ 北陸新幹線（Ｌ案のうち、高崎・軽井沢間）については、６４年度には、建設に本格的に着工する。また、その他
の区間等についても引き続き着工するが、難工事の部分については早期に着手する。

このため、着工の具体的な手順方法については、財源問題（国、地域、ＪＲ等の負担 区分等）、並行在来線の
廃止の可否及び具体的方法、法制上の論点等に関し、整備新幹線建設促進検討委員会（親委員会）において更
に検討し、地方公共団体及びＪＲの意見、地元のコンセンサス等に配慮して、本年１２月末までに必ずその結論を得
る。

整備新幹線の取扱いについて【抜粋】 （昭和６３年８月３１日 政府・与党申合せ）

整備新幹線の取扱いについて【抜粋】 （平成８年１２月２５日 政府与党合意）

四、並行在来線については、以下のとおりとする。
(一) 建設着工する区間の並行在来線については、従来どおり、開業時にＪＲの経営から分離することとする。
(二) 具体的なＪＲからの経営分離区間については、当該区間に関する工事実施計画の認可前に、沿線地方公共

団体及びＪＲの同意を得て確定する。
(三) ＪＲからの経営分離後の並行在来線について安定的な鉄道輸送を確保するため、当該鉄道事業に係る固定

資産について税制上の所要の措置を講ずる。

五、鉄道貨物輸送については、並行在来線のＪＲからの経営分離後も適切な輸送経路及び線路使用料を確保するこ
ととし、新幹線鉄道上を走行することを含め、関係者間で調整を図る。
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③並行在来線の経営分離とその後の状況

整備新幹線に係る政府・与党申合せ等における並行在来線の扱い



２．整備新幹線の整備に関する基本的な考え方

（２）着工に当たっての基本的な条件
整備新幹線を上下分離方式で整備する場合には、次の基本的な条件が整った区間について、これを確認した上で、

着工するものとする。
①～④ （略）
⑤並行在来線の経営分離についての沿線自治体の同意

整備後の新幹線と並行在来線をともに経営することは、営業主体であるＪＲにとって過重な負担となる場合があ
る。この場合には、並行在来線をＪＲの経営から分離せざるを得ないが、その経営分離について沿線自治体の同
意を得るものとする。

（３）当該地域における鉄道のあり方の検討
整備新幹線の整備に伴い、当該地域における鉄道のあり方に関する次の事項について、国、関係地方公共団体、 

ＪＲ等の関係者で、検討を行うものとする。
①並行在来線の維持のあり方

沿線自治体の同意によってＪＲから経営分離された並行在来線については、地域の足として、当該地域の力で
維持することが基本となる。一方で、ＪＲも当該地域における鉄道事業者として、経営分離後も並行在来線維持
のためできる限りの協力と支援を行うことが求められる。こうした見地から、沿線自治体の要請があった場合には、関
係者により必要な対策を検討するものとする。

②貨物鉄道の維持のあり方
新幹線の整備後においても、並行在来線等を運行する貨物鉄道ネットワークを維持する必要がある。このため、

並行在来線の分離等に伴うＪＲ貨物に対する影響を検証しつつ、必要な対策を検討するものとする。

整備新幹線の整備に関する基本方針【抜粋】 （平成２１年１２月２４日 整備新幹線問題検討会議）
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③並行在来線の経営分離とその後の状況

整備新幹線に係る政府・与党申合せ等における並行在来線の扱い
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○ 整備新幹線区間と並行する形で運行する在来線鉄道は、政府・与党申合せに基づき、沿線全ての道府県及び
市町村から同意を得た上で、整備新幹線の開業時に経営分離されることとなっている。

○ １９９７年以降、９つの並行在来線が開業。

③並行在来線の経営分離とその後の状況

並行在来線一覧



道南いさりび鉄道
青森県 

青い森鉄道
ＩＧＲいわて銀河鉄

道
しなの鉄道

開業日 平成28年3月26日
目時・八戸間：平成14年12月1日
八戸・青森間：平成22年12月4日

平成14年12月1日

軽井沢・篠ノ井間：
平成9年10月1日

長野・妙高高原間：
平成27年3月14日

鉄道事業営業収益（A） 22.2億円
青森県

48.9億円
青い森鉄道
25.4億円

41.1億円 46.4億円

鉄道線路使用料

うち、貨物調整金（B）
（B)/(A)

17.7億円

16.2億円
73.4%

52.3億円

40.5億円＋8.1億円=48.6億円
65.4%

27.8億円

25.2億円
61.3%

7.3億円

7.2億円
15.5%

経常損益 ▲3.3億円 ▲5.0億円 0.6億円 0.6億円 ▲2.8億円

えちごトキめき鉄道 あいの風とやま鉄道 ＩＲいしかわ鉄道 ハピラインふくい 肥薩おれんじ鉄道

開業日 平成27年3月14日 平成27年3月14日

倶利伽羅・金沢間：
平成27年3月14日
金沢・大聖寺間：
令和6年3月16日

令和6年3月16日 平成16年3月13日

鉄道事業営業収益（A） 36.1億円 63.4億円 64.1億円 44.1億円 16.4億円

鉄道線路使用料

うち、貨物調整金（B)
（B)/(A)

20.9億円

19.9億円
55.1%

22.2億円

20.4億円
32.2%

17.0億円

15.8億円
24.6%

18.0億円

16.5億円
37.4%

11.3億円

10.8億円
65.9%

経常損益 ▲１.5億円 ▲1.9億円 0.5億円 ▲2.8億円 ▲10.7億円

※線路使用料収入はJR貨物申告額を、その他は鉄道事業報告書及び実績報告書を使用。
※青森県及び青い森鉄道の数値を合算し、指定管理事業に係る収入を除いて算出。
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③並行在来線の経営分離とその後の状況

営業収益に占める貨物調整金の割合（令和７年度）



趣旨

構成員

北海道新幹線の札幌延伸に伴って生じる鉄道貨物輸送（海線（函館線 函館～長万部間））に係る諸課題の
解決方策等について検討を進めていくために設置。

【オブザーバー】北海道開発局、北海道経済産業局、北海道地方環境事務所、北海道農政事務所
【事務局】 国土交通省（鉄道局、北海道運輸局）、北海道庁

【学識経験者】 【関係団体】（座長）二村 真理子 東京女子大学現代教養学部 教授
石井  吉春 北海道大学公共政策大学院 客員教授
岸       邦宏 北海道大学大学院工学研究院 教授
兵藤 哲朗 東京海洋大学海洋科学技術研究科 研究科長

北海道経済連合会
（一社）北海道商工会議所連合会
ホクレン農業協同組合連合会
（一社）北海道機械工業会
（一社）北海道消費者協会

JR北海道
JR貨物

【鉄道事業者】

＜北海道新幹線の並行在来線経営分離区間＞ ＜開催実績＞

令和７年７月25日 有識者検討会議（第６回）
・中間とりまとめ（案）について

令和５年11月29日 有識者検討会議（第１回）
•北海道新幹線札幌延伸と北海道における物流をめぐる状況等について

令和６年３月22日  有識者検討会議（第２回）
•関係者からのヒアリング（利用運送事業者等）

令和６年８月８日 有識者検討会議（第３回）
・関係者からのヒアリング（荷主等（農産品、食料工業品等））

令和６年11月６日 有識者検討会議（第４回）
・関係者からのヒアリング（荷主（小売）、内航海運事業者団体）

令和７年１月15日 有識者検討会議（第５回）
・鉄道事業者からの説明（ＪＲ北海道、ＪＲ貨物）

※小樽－札幌間は経営維持
凡 例

東北新幹線

北海道新幹線
既開業区間

北海道新幹線
建設中区間

道南いさりび
鉄道

北海道並行
在来線区間
（北側：山線）

北海道並行
在来線区間
（南側：海線）

青森県
青い森鉄道

室蘭

岩見沢

苫小牧

※長万部－苫小牧－札幌間は
経営維持

道南いさりび鉄道
木古内－五稜郭（37.8km）

H28.3開業

北海道新幹線
（新函館北斗－札幌間）

開業時に函館－小樽間は
経営分離予定

令和７年９月３日  中間とりまとめの公表

③並行在来線の経営分離とその後の状況

北海道新幹線札幌延伸に伴う鉄道物流のあり方に関する有識者検討会議について
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北海道新幹線札幌延伸に伴う鉄道物流のあり方に関する有識者検討会議 中間とりまとめ 概要（Ｒ７．９）

経緯・背景

ヒアリングにおける主な意見

○ 北海道新幹線の札幌延伸に伴って生じる鉄道貨物輸送（海線（函館線 函館～長万部間））に係る諸課題解決方策等について検討を
 進めていくために有識者検討会議（座長：二村 真理子 東京女子大学現代教養学部教授）を設置。

○ 令和５年１１月から６回にわたって、関係者から丁寧にヒアリングを実施。

・トラックや船舶の輸送余力にも制約がある。港湾からの陸送
距離やトラックドライバー不足、札幌に近い苫小牧港への航路
の集中を考えれば、貨物鉄道の輸送量を全て船舶で代替するの
は難しい。

・鉄道で使用されている５ｔコンテナにもニーズがあり、輸送
モードが限られるとサービス品質にも影響が出る。各輸送モー
ドによる相互補完が必要。

・輸送手段が寡占になればコスト面での競争が働かず、輸送価
格が上昇する。

・環境性能に優れ、全国ネットワークで輸送している貨物鉄道
は、カーボンニュートラル実現や、食料安全保障などの観点か
ら、重要な役割を果たしている。

・貨物鉄道機能を残す場合は、青函共用走行問題への対応にも
留意すべき。北海道新幹線と貨物列車の共存のため、関係者で
技術開発も含め、効率的な運行を模索しつづけることが必要。

貨物機能を維持することとした場合の論点

（１）鉄道施設の保有主体
ＪＲ北海道から引き継ぐ鉄道施設の保有主体を決めることが必要。
出資者、出資割合、人材の確保・育成等の調整を進めていくこととなる。

（２）維持管理費用

毎年度、数十億円規模の施設の維持管理費用を誰がどのような割合で負担するかを検討
する必要。費用負担のあり方については多様な観点から検討すべき。鉄道施設の維持に必
要な費用を低減させる努力も必要。

（３）要員の確保・育成

ＪＲ北海道から鉄道施設を承継するに当たり、鉄道施設の維持管理要員の確保が数百人
規模で必要。ＪＲ北海道から業務が円滑に引き継がれるよう採用開始時期を設定する必要。

（４）北海道新幹線の高速化、青函共用走行問題
鉄道貨物輸送を残す場合には、青函共用走行問題への対応にも留意。

北海道新幹線と貨物列車の共存に向けて、技術開発の進展も十分に取り込んだ効率的な
運行を模索しつづけることが必要。

（５）ＪＲ貨物におけるサービス改善

海線を含めた全国一元的な貨物鉄道による輸送ネットワークの機能が最大限に発揮され
るよう、ＪＲ貨物が提供するサービスについても改善が必要。

現時点における基本的な方向性

・少なくとも北海道新幹線札幌延伸開業の時点では海線の維持により
貨物鉄道の機能を確保することが必要であるとの結論に至った。

・他方、貨物鉄道の機能を維持する場合に整理すべき多岐にわたる課題の解決に当
たっては国をはじめとする関係者においてなお一層検討を深度化させていくことが
必要。また、青函共用走行に関する各種の課題については、北海道新幹線の高速化
との両立が図られるよう、貨物輸送の需要の平準化や積載率の向上などの効率化、
技術開発、船舶による部分的な転換等他の輸送モードとの連携など多様な関係者が
一体となった継続的な努力が必要。

今後の進め方

・北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）については、国土交通省
が設置した有識者会議において、「現時点では、完成・開業は
概ね2038年度末頃となることが見込まれる。」等とした報告書
がとりまとめられた。

・こうした状況から、今後は、海線を取り巻く情勢が大きく
変化していることを踏まえ、検討に当たっての時間軸を整理
するとともに、旅客輸送に係るブロック会議の動向等に留意
しながら、課題解決に向けた議論を継続していくこととする。

③並行在来線の経営分離とその後の状況
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津軽海峡線
(中小国～木古内)

青森～函館
81.6km/h→83.7km/h
平成３年３月１６日

中小国

新庄

奥羽本線
（山形～新庄）

72.4km/h→99.7km/h

平成１１年１２月４日 

奥羽本線
（福島～山形）

68.8km/h→87.1km/h
平成４年７月１日

田沢湖線・奥羽本線
（盛岡～秋田）

71.4km/h→90.9km/h
平成９年３月２２日

外房線
(上総一宮～安房鴨川)

東京～勝浦
64.1km/h→82.6km/h

平成８年12月１日安房鴨川

上総一ノ宮

上野

常磐線
（上野～日立）
上野～水戸

 97.9km/h→110.2km/h
平成元年３月11日

新青森

青森

中央線
（新宿～松本）

84.9km→91.3km/h
平成６年１２月３日

六日町犀潟

北越北線（新設）
(六日町～犀潟)

東京～金沢
124.0km/h

平成９年３月２２日

高山線
（岐阜～高山）

60.6km/h→77.5km/h
平成２年３月１０日

塩尻

中央線
（名古屋～塩尻）
名古屋～長野

87.0km/h→92.3km/h
平成８年１２月１日

紀勢線
（和歌山～新宮）
新大阪～新宮

70.6km/h→77.2km/h
平成９年３月８日

湖西線・北陸本線
(金沢～直江津)

103.3km/h→108.6km/h
平成９年３月２２日

凡 例

 高速化実施線区

 新幹線

 在来線

国の助成事業

 地域主体の事業

 ＪＲ単独事業

米原

長浜
近江塩津

永原

敦賀

湖西線・北陸本線
(京都～金沢)
大阪～金沢

102.3km/h→107.8km/h
平成７年４月２０日

北陸本線・湖西線
（長浜～敦賀、

永原～近江塩津）
58.0km/h→69.6km/h

平成18年10月

小浜線
（敦賀～東舞鶴）

41.1km/h→45.2km/h
平成１５年３月１５日

東舞鶴

舞鶴線
（綾部～東舞鶴）

46.6km/h→
平成11年10月

綾部

岡崎

高蔵寺

愛知環状鉄道線
(岡崎～高蔵寺)

34.3km/h→37.7km/h
平成１６年１１月１５日

阿下喜

西桑名

三岐鉄道北勢線
(西桑名～阿下喜)

23.5km/h→26.6km/h
平成２１年３月３１日

天橋立

園部

京都

奈良

奈良線
(京都～木津)
京都～奈良

56.9km/h→62.6km/h 
平成１３年３月３日

谷川

加古川

加古川線
（加古川～谷川）

31.6km/h→33.4km/h
平成16年12月

寺前

姫路

播但線
（姫路～寺前）

42.3km/h→61.2km/h
平成１０年３月１４日

姫新線
（姫路～上月）

平成２２年３月１３日

上月

上郡

智頭線(新設）・因美線  
(上郡～鳥取)
大阪～鳥取

66.0km/h→82.1km/h
平成６年１２月３日

篠山口

新三田

境港

安来
出雲市

山陽線・伯備線・山陰線
（岡山～出雲市）

77.4km/h→80.3km/h
平成４年３月１４日

益田

山陰線
(安来～益田)
松江～益田

 62.9km/h→84.1km/h
平成１３年７月７日

山陰線・因美線・境線
（境港～鳥取）
米子～鳥取

79.5km/h→99.3km/h
平成１５年１０月１日

津山

津山線
（岡山～津山）

46.3km/h→53.4km/h
平成８年１２月１日

智頭

予讃線
（高松～松山）

75.9km/h→83.4km/h
平成５年３月１８日

土讃線
（多度津～高知）

高松～高知
62.2km/h→80.5km/h
平成３年１１月２１日

多度津

児島

宇野線・本四備讃線
（岡山～児島）

78km/h→83km/h
平成２０年３月１４日

高徳線
（高松～徳島）

70.1km/h→77.6km/h
平成１０年３月１４日

福知山線
(新三田～篠山口)

51.6km/h→53.8km/h
平成９年３月

肥後大津 佐伯

折尾
吉塚

博多

篠栗・筑豊線
（吉塚～折尾）

45.3km/h→48.3km/h
平成１３年１０月６日

長崎線
（鳥栖～長崎）

78.3km/h→85.4km/h
平成２年３月１０日

鹿児島線
（博多～八代）

89.8km/h→95.3km/h
平成２年３月１０日

豊肥線
(熊本～肥後大津)
博多～肥後大津

66.6km/h→77.6km/h
平成１１年１０月１日

日豊線
（大分～小倉）

90.6km/h→96.1km/h
平成７年４月２０日

日豊線
（大分～佐伯）

66.0km/h→74.9km/h
平成１６年３月１３日

日豊線
（延岡～宮崎）

69.8km/h→83.7km/h
平成６年３月１日

函館線
（札幌～旭川）

92.2km/h→102.6km/h
平成２年９月１日

函館線・千歳線・室蘭線
 （札幌～函館）

91.5km/h→106.8km/h
平成６年３月１日

石勝線・根室線
（南千歳～釧路）

札幌～釧路
78.9km/h→95.0km/h
平成９年３月２２日

宗谷線
 （旭川～名寄）

札幌～名寄
 73.8km/h→95.4km/h

平成12年３月11日

札沼線  
(八軒～あいの里教育大)

38.4km/h→44.6km/h
平成12年３月

札沼線  
(桑園～北海道医療大学)

札幌～石狩当別
35.9km/h→42.3km/h

平成24年6月1日

木古内

南千歳

北海道医療大学

延岡

山陰線・宮福線等
(園部～天橋立)
京都～天橋立

60.6km/h→71.1km/h
平成８年３月１６日

奈良線
(JR藤森～宇治、新田～城陽、山城

多賀～玉水)

京都～奈良
55.0km/h→56.9km/h

令和５年３月

播但線、山陰本線
（姫路～和田山、城崎温泉～鳥取）
大阪～浜坂61.8km/h→65.3km/h

平成２５年３月

山陰本線
（京都～二条、花園～嵯
峨嵐山、馬堀～園部）

京都～園部
54.0km/h→57.0km/h

平成２２年
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④サービス改善の取組の限界

在来幹線鉄道高速化実績一覧



サービス年表

2025/10/4
相互ログイン
認証

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

2000/4/8
サービス開始

2001/9/3
EX予約サービス開始

2008/3
チケットレス開始
(モバイルSuica連携）

2012/7
利用範囲拡大
(山陽新幹線「みずほ」
「さくら」「つばめ」)

2022/6/25
利用範囲拡大
(九州新幹線)

2000/11/6
サービス開始

2009/10/1
利用範囲拡大
(四国エリア) 2026/10/20

連携機能
拡充

2017/9/30
スマートEXサービス開始

2003/8/1
サービス開始

2022/11/25
サービス開始

2011/3/5
サービス開始

2022/4/1
JR東海管内の
券売機で受取
開始

2015/3/1
JR西日本(北陸エリア)の
みどりの窓口等で受取開始

2011/3/5
利用範囲拡大
(JR九州きっぷ相互受け取り)
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○ JR東日本・JR東海・JR西日本はいずれも2000年代初頭にサービスを開始しており、JR九州も遅れて開始。

○ JR北海道・JR四国は他社連携により対応している。

○ 2025年9月、JR4社（JR東日本・JR東海・JR西日本・JR九州）が運営するネット予約サービス間の連携を発
表。2026年10月20日の「EX サービス」と「e5489」の連携から順次サービスを開始。

○ 連携により、１回のログインで他社の予約サービスに移行が可能。他社の予約状況を同じ画面で確認可能。

2027年度～
順次連携
機能開始

2003/8/1
サービス開始

2017/1/31
サービス終了
(えきねっとへ一本化)

④サービス改善の取組の限界

ＪＲ各社の予約システム



④サービス改善の取組の限界

令和８年熊本地震により被災した鉄道の状況【在来線】

１．発 生 日 時 令和8年7月28日(火) 16時27分

 ２．発 生 場 所 熊本県熊本地方 深さ16km（暫定値）

３．マグニチュード 7.1（暫定値）

４．震  度 熊本県宇城市、氷川町で震度7を観測
 中部地方から九州地方にかけて
 震度6強～1を観測 

 ５．在来線の主な施設被害 ［鉄道事業者からの報告による］

○JR九州 [鹿児島線（宇土～八代間）］

・構造物の変状 29箇所（橋りょう変状、乗降場変状）

・軌道変状 約10km（レールの歪み）

・電柱損傷 27本、架線金具損傷 300箇所超

○肥薩おれんじ鉄道 ［肥薩おれんじ鉄道線（八代～川内間）］

・軌道変状、架線断線、乗降場破損等 計96箇所

軌道変状 乗降場破損

JR鹿児島線

軌道変状

電柱損傷

①小川～有佐間 軌道変状 ②小川～有佐間 電柱損傷

肥薩おれんじ鉄道線

④肥後高田～日奈久温泉間 軌道変状 ⑤上田浦駅 乗降場破損

③八代駅 構内留置中機関車脱線・横転

川内駅

水俣駅

肥後田浦駅

宇土駅

：大きな被害があった箇所

八代駅

10月13日運転再開

9月1日運転再開

8月5日運転再開

JR鹿児島線

10月10日運転再開

鹿児島駅

肥薩おれんじ鉄道線

博多駅

①・②

④・⑤

うと

やつしろ

ひごたのうら

みなまた

せんだい

おがわ ありさ

ひごこうだ ひなぐおんせん かみたのうら

◯被害の大きかった宇土～肥後田浦間の被害状況 ◯復旧後

③

①

②

③

④

43



44

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

2
0

1
6
年

1
0
月

2
0

1
7
年

1
月

2
0

1
7
年

4
月

2
0

1
7
年

7
月

2
0

1
7
年

1
0
月

2
0

1
8
年

1
月

2
0

1
8
年

4
月

2
0

1
8
年

7
月

2
0

1
8
年

1
0
月

2
0

1
9
年

1
月

2
0

1
9
年

4
月

2
0

1
9
年

7
月

2
0

1
9
年

1
0
月

2
0

2
0
年

1
月

2
0

2
0
年

4
月

2
0

2
0
年

7
月

2
0

2
0
年

1
0
月

2
0

2
1
年

1
月

2
0

2
1
年

4
月

2
0

2
1
年

7
月

2
0

2
1
年

1
0
月

2
0

2
2
年

1
月

2
0

2
2
年

4
月

2
0

2
2
年

7
月

2
0

2
2
年

1
0
月

2
0

2
3
年

1
月

2
0

2
3
年

4
月

2
0

2
3
年

7
月

2
0

2
3
年

1
0
月

2
0

2
4
年

1
月

2
0

2
4
年

4
月

2
0

2
4
年

7
月

2
0

2
4
年

1
0
月

2
0

2
5
年

1
月

2
0

2
5
年

4
月

2
0

2
5
年

7
月

2
0

2
5
年

1
0
月

2
0

2
6
年

1
月

2
0

2
6
年

4
月

2
0

2
6
年

7
月

2
0

2
6
年

1
0
月

日経平均とJR各社の株価推移

日経平均

JR東日本

JR東海

JR西日本

JR九州

⑤資本効率の向上に向けた要請の強まり

日経平均とJR各社の株価推移



現在、鉄道・運輸機構特例業務勘定において
・旧国鉄職員の年金給付費用
・業務災害補償費用

等を負担

国鉄長期債務等
〔総額３７．１兆円〕

ＪＲ４社〔５．９兆円〕
（東日本、西日本、

東海、貨物）

新幹線保有機構
〔５．７兆円〕

土地
売却
７．７

国民負担１３．８

国（一般会計）において処理
〔２４．０兆円〕

鉄道建設公団が負担
（年金等給付費用等）

［４．０兆円］（当時の推計値）

ＪＲ各社が負担
（年金等給付費用）

［０．２兆円］

鉄道整備基金
６．２兆円
※平成３年

平成８年度までに
完済

国鉄改革時の当初スキーム（昭和62年4月） 国鉄長期債務等処理スキーム（平成10年10月）

新幹線
保有機構

２．９

（ＪＲ株式０．５）（営団持分０．７）

○ 国鉄改革時の当初スキーム（昭和６２年４月）においては、国鉄長期債務等の総額３７．１兆円を国鉄清算事業団、

ＪＲ４社、新幹線鉄道保有機構が承継することとされた。

○ しかし、国鉄清算事業団の承継分２５．５兆円については、土地や株式の資産処分収入を順調に確保することが

できなかったこと（地価高騰問題や株式市況の低迷）等から 、債務が膨張。

○ このため、平成１０年１０月の処理スキームにより、大部分を国（一般会計）が承継することとされ、現在も償還が続

いている。

国鉄清算事業団
〔２５．５兆円〕

鉄道・運輸機構
平成28年度
までに完済

債務膨張
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⑥国における対応

国鉄長期債務等の処理について



※平成10年10月に一般会計に承継された国鉄清算事業団の有利子債務
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⑥国における対応

一般会計に承継された国鉄長期債務の状況（令和６年度）



（単位：億円）

※端数において合計とは一致しないものがある。
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⑥国における対応

鉄道局予算推移（当初予算ベース）



R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

R12
(2030)

R13
(2031)

Ｒ３～Ｒ12
Ｈ23～Ｒ２
（10年間）

法律

ＪＲ四国：Ｒ３～Ｒ７
932億円

ＪＲ北海道：Ｒ３～Ｒ５
1,088億円

ＪＲ貨物：Ｒ３～Ｒ５
138億円

Ｒ１・Ｒ２
416億円

ＪＲ北海道：Ｒ６～Ｒ８
1,092億円

ＪＲ貨物：Ｒ６～Ｒ８
193億円

支援
パッケージ

【参考】 長期経営ビジョン Ｒ１～Ｒ12

中期経営計画 Ｒ１～Ｒ５

黄線区第１期
集中改革期間

黄線区第２期
集中改革期間

中期経営計画 Ｒ６～Ｒ８

事業の抜本的改善方策
とりまとめ

ＪＲ北海道

長期経営ビジョン Ｒ３～Ｒ12
中期経営計画 Ｒ３～Ｒ７

ＪＲ四国

長期経営ビジョン Ｒ３～Ｒ12
中期経営計画 Ｒ１～Ｒ５ 中期経営計画 Ｒ６～Ｒ８

ＪＲ貨物

R２.３
行政指導

経営自立

経営自立

経営自立

※ 四半期ごとに
進捗を確認

⑥国における対応

ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物に対する支援

○ ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物について、令和３年に改正された国鉄債務等処理法等に基づき、経営自立に向けて、必要

な支援を継続。（助成金の交付等の支援の期限は、令和12年度まで）

○ 各社の中期経営計画期間内における支援を実施。

○ ＪＲ北海道・ＪＲ四国については、経営安定基金の下支え（運用益の安定的な確保）を実施。

基本的な考え方

R6.3
監督命令

中期経営計画 Ｒ８～Ｒ12

ＪＲ四国：Ｒ８～Ｒ12
1,025億円

H30.7
監督命令
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1. これまでの検討の経緯と本小委員会の設置

2.国鉄改革時の鉄道ネットワークの考え方

3.社会経済情勢の変化と鉄道ネットワークを巡る課題の顕在化

4.ご議論いただきたいポイント
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鉄道ネットワークに期待される役割

鉄道は、旅客については中距離都市間旅客輸送、大都市圏旅客輸送及び地方主要都市における旅客輸送の分野で、

今後とも国民生活にとって重要な役割を果たしていくことが見込まれ、また貨物についても大量輸送や長距離輸送の分野に

おいて相応の役割を果たしていくことが見込まれる。

このような鉄道の持つ役割を踏まえた上で、将来にわたりその特性を最大限発揮させていくためには、抜本的改革によって速

やかに国鉄事業を再生させることが必要であるとの認識を持った。

【参考】

50

鉄道ネットワークについては、国家・社会的観点から引き続き、以下のような役割が期待されるのではないか

• 大量・安定輸送により国民生活と社会経済活動を支え、他の交通手段では代替困難な基幹的輸送機能を確保
する。

• 会社の枠を超えた全国的なネットワークを通じて、円滑に広域移動できる環境を確保し、二地域居住の促進やイン
バウンドの地方誘客を含め、地方の観光振興や経済活性化を支える。

• 物流面においても、会社の枠を超えた全国的なネットワークを活用して、脱炭素化、輸送の担い手不足、安全保
障などの新たなニーズに応えていく。

• 上記のほか、ローカル鉄道についても、それぞれの地域において他の交通手段では代替困難な社会経済的な価値
が認められる場合には、関係者が連携・役割分担してその維持・機能向上を図っていく。

JR各社、並行在来線各社は、旧国鉄が築いた全国的な鉄道ネットワークを承継しており、引き続き、そ
の維持・機能向上に向けて中心的な役割を果たしていくことが期待される。
ただし、その役割は社会経済情勢の変化に伴ってどのように変化しているのか検証が必要。

（日本国有鉄道再建監理委員会「国鉄改革に関する意見」より）



ご議論いただきたいポイント

【論点①】

○航空、高速バス・自家用車など、他の輸送モードの利便性も向上する中で、今後も、国家的観点から

維持していくべき「基幹的ネットワーク」とはどのようなものか。全国新幹線整備法に基づき、国が整備

している新幹線網以外に、どのような鉄道ネットワークが必要と考えられるのか。

○ 「基幹的ネットワーク」以外の鉄道ネットワークについて期待される役割はどのようなものか。

【論点②】

○ 「基幹的鉄道ネットワーク」とされたものについて、社会的な要請に着実に応えていくために、確保すべ

き、あるいは確保が期待される機能とはどのようなものか。

【論点③】

○民間事業者の経営自主性を確保しつつ、他方で、会社ごとに収益力に大きな格差がある中で、「基

幹的鉄道ネットワーク」を維持し、必要な機能を確保していくためには、どのような方策が求められるか。

○特に、そのために必要となるコストを、誰がどのように負担していくべきか。
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